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■津軽石地区の復興パターン案について 

被害の状況 ・ 津波が津軽石川を遡上しながら防潮堤を越流したことにより、河川沿いの区域が甚大な被害を受け浸水区域も広範囲に及んだ。 

・ 浸水面積は 83.5ha にわたり、浸水高は TP+5～11.7ｍとなり、最大浸水深が 8.8ｍに達した。 

・ 浸水区域内の建物の 35.1％が流失または撤去となる被害を受けた。 

復興まちづくり

の考え方 

・ 比較的頻度の高い津波※1 に対しては、防潮堤等のハード整備により防ぎ、今後、起こりえる最大クラスの津波※2 に対しては、ハード整備とソフト対策を組み合わせた多重防災型ま

ちづくりを行う。 

・ 住宅地は、予想浸水深※3 の大きい区域を高台等への移転による確保を検討するとともに、小さい区域は、予想される建物被害の状況に応じ現地再建及び建物の構造規制を組み合わ

せる。 

・ 非可住地であっても、安全に避難できるよう避難路の整備や津波避難ビル等の整備を行う。 
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イメージ図 
案Ａ:予想浸水深が大きい区域は高台等への移転を行い、小さい区域は現地再建を基本と

するが一部では建物の構造規制を伴う。 

 

 

  

案Ｂ:予想浸水深が大きい区域は高台等への移転を行い、小さい区域は現地再建を基本と

するが一部では建物の構造規制を伴う。 

予想浸水深が大きい区域でも面的に地盤を嵩上げし現地再建を可能とする。 

市道の嵩上げ改良整備に併せ背後の地盤を嵩上げし住宅地を確保する。 

 

 

 

特  徴 ・ 法の脇及び栄通りの区域は高台等への移転が必要になる。津軽石出張所付近は建物の構

造強化を伴うものの現地再建ができる。 

・ 津軽石駅周辺及び駒形通り周辺は現地再建ができる。 

・ 非可住区域が広く移転対象戸数が多いことから、従前の場所から離れた場所でなければ

確保できない場合がある。 

・ 法の脇の区域は地盤を嵩上げし現地再建できるが、嵩上げした地盤の安定に時間を要し

再建に時間がかかる。 

・ 津軽石出張所付近は建物の構造強化を伴うものの現地再建ができる。栄通りの区域は高

台等への移転が必要になる。 

・ 宮古工業高校周辺は、嵩上げした地盤の安定に時間を要するため、再建に時間がかかる。 
※1 概ね数十年から百数十年に一度程度で発生すると想定される津波   ※2 今回と同様の津波   ※3 今後、起こりえる最大クラスの津波により予想される浸水の深さ 
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※1 概ね数十年から百数十年に一度程度で発生すると想定される津波   ※2 今回と同様の津波   ※3 今後、起こりえる最大クラスの津波により予想される浸水の深さ 
 

復興まちづくり

の考え方 

・ 比較的頻度の高い津波※1 に対しては、防潮堤等のハード整備により防ぎ、今後、起こりえ

る最大クラスの津波※2 に対しては、ハード整備とソフト対策を組み合わせた多重防災型ま

ちづくりを行う。 

・ 住宅地は、予想浸水深※3 の大きい区域を高台等への移転による確保を検討するとともに、

小さい区域は、予想される建物被害の状況に応じ現地再建及び建物の構造規制を組み合わ

せる。 

・ 非可住地であっても、安全に避難できるよう避難路の整備や津波避難ビル等の整備を行う。 
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イメージ図 
案Ｃ:予想浸水深が大きい区域は高台等への移転を行い、小さい区域は現地再建を基本とす

るが一部では建物の構造規制を伴う。 

予想浸水深が大きい区域でも面的に地盤を嵩上げし現地再建を可能とする。 

２線堤の効果を持つ市道の改良整備を行い、背後地への浸水を抑制し現地再建を可能

とする。 

 

特  徴 ・ 法の脇の区域は地盤を嵩上げし現地再建できるが、嵩上げした地盤の安定に時間を要し再

建に時間がかかる。 

・ 津軽石出張所付近は建物の構造強化を伴うものの現地再建ができる。 

・ 津軽石駅、駒形通り周辺及び栄通りは現地再建ができる。 
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